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要約 
本稿は昨今注目されつつある耕作放棄地問題について着目し、現行の農業融資制度や耕

作放棄地問題の対策としての認定農業者制度、農業信用基金協会（以下、基金協会）が行

う債務保証制度が耕作放棄地問題の解消に効果的に機能しているのかということについて

分析する。その上で、耕作放棄地問題の解消に対する効果的な農業融資制度や認定農業者

制度、農業信用保証保険制度ついて政策提言を行う。 

近年、日本の耕作放棄地は増加傾向にあり、その影響として周辺地域や地域住民への悪

影響が懸念されている。また、耕作放棄地増加の要因として、農業者の高齢化や担い手の

減少が挙げられており、今後少子高齢化が進行すると言われている日本では耕作放棄地問

題に対する取り組みが重要となっている。現行の取り組みとして、人・農地プランや農地

バンク、認定農業者制度等が実施されているが、地域によって環境の違いや後継者の有無

にばらつきがあるため、効果的に機能しているとは言い切れない状況にある。 

また、農地面の視点から耕作放棄地対策を分析する先行研究が多数にある中、金融面の

視点から耕作放棄地解消に向けた分析を行う先行研究が筆者の知る限りでは存在しないた

め、本稿の独自性として金融面からの耕作放棄地解消に向けた分析を行っていく。 

これらのことから問題意識として以下の六つを挙げる。第一に、現行の基金協会の債務

保証制度によって、モラルハザードが発生している可能性がある。第二に、基金協会との

債務保証契約提携率が低いことにより、農業協同組合（以下、農協）を除いた民間金融機

関は農業向け融資を促進できていない可能性がある。第三に、基金協会と農協を除いた民

間金融機関との債務保証契約提携率が低いことにより、認定農業者が育ちにくく、耕作放

棄地が増加している可能性がある。第四に、農業経営基盤強化資金（以下、スーパーL 資

金）は耕作放棄地の減少に効果がない可能性がある。第五に認定農業者制度は耕作放棄地

の減少に効果がない可能性がある。第六に、農業金融市場において民業圧迫が起こってい

る可能性がある。 

以上の問題意識により本稿では以下の仮説を検証した。 

1、 農業信用保証制度の保証額の拡大は代位弁済額を増加させているのではないか。 

2、 制度資金や認定農業者、農業信用基金協会との提携率の増加は耕作放棄地の減少につ

ながるのか。 

3、 どのような金融機関が農業向け融資を行えていないのか。 

仮説 1 は各基金協会の保証債務残高と代位弁済額のデータを用いて、民間金融機関のモ

ラルハザードの有無について明らかにする。仮説 2 は各都道府県のスーパーL 資金や基金

協会の提携率、認定農業者数の都道府県別データを用いて、耕作放棄地の減少に対する影

響について明らかにする。仮説 3 は金融機関別の基金協会の保証契約状況のデータを用い

て、どのような特性の金融機関が農業向け融資を行えていないかについて明らかにする。

これらの内容を踏まえて、我々は基金協会、都道府県、金融機関別のパネルデータを用い

実証分析を行った。分析の結果は以下のとおりである。 

① 保証債務残高の拡大に伴い、代位弁済額が増加することが明らかになった。このこ

とは、金融機関が基金協会の保証を利用し、非効率な農家に融資を行っているとの

結果が得られた。 

② スーパーL 資金、基金協会の提携率、認定農業者数の増加により耕作放棄地が減少す

ることが明らかになった。しかし、耕地面積が大きい都道府県においては耕作放棄
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地が増加するという結果が得られた。 

③ 基金協会と提携している金融機関ほど農業向け残高が多いことや自己資本比率と預

貸率が高い金融機関ほど農業向け貸出残高が低いことが明らかになった。このこと

から、基金協会と保証契約を締結することによって自己資本比率と預貸率が高い優

良な地方銀行の農業向け融資を促進させる効果があるという結果が得られた。 

以上の分析結果に基づき、以下の政策提言を行う。 

① 農業信用基金協会による情報調査・公開の義務化を行う。これにより、非効率的

な基金協会を可視化することができ、基金協会の経営規律が働くことによって、

金融機関のモラルハザードを防止しようとするインセンティブを発生させること

ができる。 

② 農林漁業信用基金による信用保険制度の保険金支払い率の見直しを行う。情報公

開を行っていない基金協会に対する保険金支払い率を 60％に引き下げる。これに

より、情報公開を行わないことにデメリットが生じるため、基金協会は情報公開

を行うようになると考えられる。 

③ 農業信用保証保険制度に対する部分保証制度を適用する。これにより、非効率的

な民間金融機関の貸出に対する債務保証が制限され、非効率的な農家が退出し、

効率的な農家への融資を促進することができる。 

④ 農業向け融資に占めるプロパー融資比率が一定以上の民間金融機関の保証付き貸

出に対して、農業信用基金協会による 100％保証を適用する。これにより、プロパ

ー融資と保証付き融資を促進することができ、民業圧迫を軽減することができる。 

⑤ 農業信用基金協会との債務保証契約の提携促進を行う。具体的に、自己資本比率

が 15％以上または預貸率が 80％以上の民間金融機関に対して 100％保証を行う。

これにより、基金協会は優良な取引先を獲得することができ、民間金融機関は未

開拓である農業部門に融資を行うことができる。 

⑥ 農業信用基金協会による農業信用保証保険制度の債務保証契約の締結先の見直し

を行う。具体的には、耕地面積の多い都道府県は 90％保証、耕地面積の少ない都

道府県には 80％保証を適用する。これにより、非効率的な民間金融機関の貸出に

対する債務保証が制限され、非効率的な農家が退出し、経営拡大のために積極的

に耕作放棄地を受け入れるような効率的な農家への融資を促進することができる。 

⑦ 農業経営基盤強化資金の融資条件の厳格化を行う。具体的には、耕地面積が

42300ha 以上の都道府県において、日本政策金融公庫によるスーパーL 資金の融資

条件の厳格化を行う。これにより、民間金融機関による融資が促進され、モニタ

リング機能が発揮され、融資を受ける農家が経営努力をするようになり、経営拡

大のために積極的に耕作放棄地の受け入れをすることができる。 

⑧ 認定農業者制度の見直しを行う。具体的には、耕地面積が 53200ha 以上の都道府

県においては現行の認定農業者制度を維持し、耕地面積が 53200ha 未満の都道府

県においては農業経営サポート事業の支援チームに民間金融機関を新たに加える。

これにより、認定農業者が経営ノウハウを得ることができ、耕作放棄地を受け入

れられるまで経営拡大できる。 
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はじめに 
日本の農業は、農業就業人口の減少や高齢化等の問題を抱えており、それにより耕作放

棄地が増加し、地域住民や環境へ様々な悪影響を及ぼしている。現状として耕作放棄地の

面積は年々増加傾向にあり、1995年から 2015年で約 1.8倍となっている。これに対し現行

の対策として、人・農地プラン、農地中間管理機構の設置、認定農業者制度の 3 つが挙げ

られる。しかし、このような対策を講じていても耕作放棄地は増加し続けており、この 3

つの制度が効果的に機能しているとは言いがたい。 

 そこで、本稿では前述した認定農業者制度に加え、農業における制度資金などの金融面

と耕作放棄地の関係性について着目していく。実際に、農業経営基盤強化資金（以下、ス

ーパーL 資金）やその他の制度資金は、認定農業者を主な対象としているため、融資を適

切に受けることで土地の有効活用ができれば耕作放棄地を減少させる効果があると考えら

れる。しかし、認定農業者数が年々減少しているという現状に加え、農業協同組合（以下、

農協）以外の民間金融機関と農業信用基金協会（以下、基金協会）の提携率の低さから、

現在の農業金融の制度では適切に融資が行えていないと考えられる。 

以上より、以下の三点について実証分析を行う。第一に、各基金協会の保証債務残高と

代位弁済額のデータを用いて、民間金融機関のモラルハザードについて検証する。第二に、

都道府県ベースのスーパーL 資金や基金協会の提携率・認定農業者数のデータを用いて耕

作放棄地の減少に実際に影響しているのかを明らかにする。第三に、金融機関ベースの銀

行データと基金協会の保証契約状況のデータを用いて、どのような特性の金融機関が農業

への融資を行っていないかを分析していく。 

実証分析の結果は以下のとおりである。各基金協会の分析から、保証債務残高の拡大に

伴い、より多くの代位弁済が発生しており、金融機関が基金協会の保証を利用してよりリ

スクの高い農業者に融資を行っているという結果が得られた。都道府県ベースのデータの

分析から、第一に、スーパーL 資金の融資額が増加すると、耕作放棄地が減少するが、耕

地面積が大きい都道府県において耕作放棄地は増加している。第二に、基金協会との提携

率が上昇すると、耕作放棄地が増加するが耕地面積が大きい都道府県においては耕作放棄

地が減少している。第三に認定農業者が増加すると、耕作放棄地が増加するが、耕地面積

が大きい都道府県においては耕作放棄地が減少しているとの結果が得られた。金融機関ベ

ースのデータを分析した結果、第一に、基金協会と提携している金融機関ほど農業向け貸

出残高が多い。第二に、自己資本比率が高く預貸率が高い金融機関ほど、農業向け貸出残

高が少なく、優良な金融機関は農業向け融資を積極的に行っていない。第三に、基金協会

と保証契約を締結することによって、預貸率が高く自己資本比率が高い優良な地方銀行の

農業向け融資の増加を促進させる効果があるという結果を得た。 

以上の分析結果より、以下の提言をする。 
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 提言Ⅰ:農業信用基金協会による保証債務残高や代位弁済率、それぞれの件数に

ついて情報調査・情報公開を義務化する。 

 提言Ⅱ:情報公開していない農業信用基金協会に対し、農林漁業信用基金の信用

保険制度の保険金支払い率を 60％に下げる。 

 提言Ⅲ:農業信用保証保険制度に 80％保証である部分保証制度と責任共有制度を

適用する。 

 提言Ⅳ:農業向け融資に占めるプロパー融資比率が一定以上の民間金融機関の保

証付き貸出に対して、農業信用基金協会による 100％保証を適用する。 

 提言Ⅴ:自己資本比率と預貸率の高い民間金融機関の保証割合を 100％保証とする。 

 提言Ⅵ:耕地面積が 93500ha 以上の都道府県において 90％保証制度を農業信用保

証制度に適用し更に提携率を高め、耕地面積が 93500ha 未満の都道府県において

80％保証制度である部分保証制度を農業信用保証制度に適用する。 

 提言Ⅶ:耕地面積が 42300ha以上の都道府県において、日本政策金融公庫によるス

ーパーL資金の融資条件を厳格化する。 

 提言Ⅷ:耕地面積が 53200ha以上の都道府県においては、現行の認定農業者制度を

維持し、耕地面積が 53200ha 未満の都道府県において、認定農業者制度に加え更

なる支援策を設ける。 
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第 1 章 現状分析 
第１節 農家区分 

図表 1-1 農家区分について 

 
出典：農林水産省「用語の解説」より筆者作成 

 

 

まず農家区分について定義する。図表 1-1 のように農家は農業経営体の中の家族経営体

の中に分類されており、その中でも販売農家と自給的農家に分けることができる。農業経

営体は農産物の生産を行う又は委託を受けて農作業を行い、(1)経営耕地面積が 30a以上で

ある、(2)農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数等、一定の外

形基準以上の規模(露地野菜 15a、施設野菜 350 ㎡、搾乳牛 1 頭等)である、(3)農作業の委

託を実施している、のいずれかに該当するものである。7農業経営体の中では家族経営体と

組織経営体に分けることができ、家族経営体は農業経営体のうち個人経営体(農家)及び一

戸一法人(農業経営を法人化しているもの)をまとめた総称であり、組織経営体は農業経営

体のうち家族経営体に該当しないものである。 

農家は農業経営体の中でも家族経営体のことを示しており、農家の中でも販売農家と自

                             
7 1990 年、1995 年、2000 年センサスでは、販売農家、農家以外の農業事業体及び農業サービス事業体を合わせたものに相当

する。 
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給的農家に分けることができ、経営耕地面積が 10a 以上の農業を営む世帯または農産物販

売金額が年間 15万円以上ある世帯を指す。販売農家は経営耕地面積が 30a以上または農

産物販売金額が年間 50万円以上の農家である。販売農家は、主業農家と準主業農家と副

業的農家が含まれるものと、専業農家と第 1種兼業農家と第 2種兼業農家が含まれている

ものに分類されている。主業農家は農業所得が主(農業所得の 50％以上が農業所得)で、1

年間に 60日以上自営農業に従事している 65歳未満の世帯員がいる農家である。また、準

主業農家は農業所得が主(農業所得の 50％未満が農業所得)で、1年間に 60日以上自営農

業に従事している 65歳未満の世帯員がいる農家である。副業的農家は 1年間に 60日以上

自営農業に従事している 65歳未満の世帯員がいない農家(主業農家及び準主業農家以外の

農家)である。 

次に、専業農家は世帯員のなかに兼業従事者(1年間に 30日以上他に雇用されて仕事に

従事した者または農業者以外の自営業に従事した者)が 1人もいない農家であり、兼業農

家は世帯員のなかに兼業従事者が 1人以上いる農家である。第 1種兼業農家は農業所得の

方が兼業所得よりも多い兼業農家であり、第 2種兼業農家は兼業所得の方が農業所得より

も多い兼業農家である。 

自給的農家は経営耕地面積が 30a未満かつ農産物販売金額が年間 50万円未満の農家であ

る。土地持ち非農家とは農家以外で耕地及び耕作放棄地を 5a以上所有している世帯である。

また、認定農業者は農業経営基盤強化促進基本構想に示された農業経営の目標に向けて、

自らの創意工夫に基づき、経営の改善を進めようとする計画を市町村等(複数市町村で農

業を営む農業者が経営改善計画の認定を申請する場合は、営農区域に応じて都道府県又は

国)に認定を受けた農業者である。 

以上、本稿ではこれらの定義を踏まえて耕作放棄地問題について述べていく。 

 

 

第２節 耕作放棄地の増加 
耕作放棄地とは以前耕作していた土地で過去一年以上作物を作付せず、この数年の間、

再び作付け（栽培）する意思の無い土地のことであり、日本において耕作放棄地問題は深

刻化して来ている。図表 1-2では、1995年から 2015年までの耕作放棄地面積の推移を表し

ている。1995 年から 2000 年にかけて耕作放棄地面積は約 1.4 倍に増加し、その後 2015 年

にかけて右肩上がりで推移している。このことから耕作放棄地の面積は増加傾向にあり、

将来にかけて耕作する予定のない土地が増えていることがわかる。 
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図表 1-2 耕作放棄地面積の推移 

 
出典：農林業センサスより筆者作成 

 

 

第３節 耕作放棄地の発生要因 
図表 1-3の 2015年に農林水産省が実施した耕作放棄地対策に関する意向及び実態調査か

ら、耕作放棄地の発生要因についてまとめたものを見ると、農業地域ごとに異なる割合を

示す項目もあるが、全地域で最も高い割合を示している項目は「高齢化・労働力不足」で

あるとわかる。 

図表 1-4 の農業就業人口の推移から、2009 年では農業就業人口が 289 万人を超えていた

のに対し、2018年では 175万人にまで減少している。また、図表 1-5の 65歳以上の農業就

業者の割合の推移から、65 歳以上の農業就業者が 2010 年では約 60％であったのに対し、

2018年では約 70％へと増加している。以上のことから、農業就業人口の減少から労働力不

足に繋がり、農業就業人口全体における高齢化が進行し、耕作放棄地増加に陥っているこ

とがわかる。 
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図表 1-3 耕作放棄地の発生要因（2015年） 

出典：農林水産省｢平成 27年度耕作放棄地対策に関する意向及び実態把握調査｣より筆者作

成 

 

図表 1-4 農業就業人口の推移 

出典：農林水産省資料、農林水産省「農業構造動態調査」 

 



ISFJ2020 最終論文 
 

12 

 

 

図表 1-5 65歳以上の農業就業者の割合の推移 

 
出典：農林水産省資料、農林水産省「農業構造動態調査」  

 

 

第４節 耕作放棄地増加の影響と現行の対策 
耕作放棄地増加による影響として、周辺地域の営農環境への悪影響と地域住民の生活環

境への悪影響が挙げられる。具体的に、周辺地域の営農環境への悪影響としては病害虫や

鳥獣被害の発生、雑草の繁茂などが挙げられており、地域住民の生活環境への悪影響とし

ては廃棄物の不法投棄や火災発生の原因となりうることなどが挙げられる。 

このように、その土地だけでなく周囲の環境にもさまざまな悪影響が及ぶ恐れのある耕

作放棄地に対しては、現行の対策として「人・農地プラン」「農地バンク（農地中間管理

機構）」「認定農業者制度」が挙げられている。人・農地プランとは、地域の農業者が話

し合いに基づき、現在の土地の状況を可視化し、今後の地域内における中心経営体や地域

における将来などを明確化し、市町村に公表するものである。農地バンクとは、農地中間

管理機構と呼ばれ、2014 年に都道府県ごとに設置された機関である。農地の借入、条件整

備、担い手への再分配の流れで、中間的な立場で農地の貸し借りを進める役割を持つ。認

定農業者制度とは、1993 年に農業経営基盤強化促進法によって創設された制度である。農

業経営を計画的に進めようとする者を市町村が認定し、集積農用地の利用その他の経営基

盤の強化を促進する措置を行う。この制度は、人・農地プランを促進する取り組みが始ま

ったことにより、農業者の申請手続きの手間の軽減や市町村による認定手続きの「見える

化」が進むように、制度の運用改善が行われた。ただし、現状として地域ごとの環境の違
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いや後継者の有無などにばらつきがあり、人・農地プランの作成が全国的に進んでいると

は一概には言えず、現行の対策が効率的に機能しているとは言い切れない状況にある。 

 

 

第５節 認定農業者の現状 
本稿では、認定農業者に焦点を当てた農業金融の研究を行っていくため、本節では認定

農業者について述べていく。 

まず、認定農業者とは農業経営基盤強化促進基本構想に示された農業経営に向けて自ら

の創意工夫に基づき、経営の改善を進めようとする計画を市町村等に認定を受けた農業者

のことである。認定基準8を満たし、認定を受けた農業者は、農用地の利用集積の支援や無

利子・低利資金の利用、設備や機械等の導入資金を受けることができる。 

図表 1-6の新規認定者数の推移を見ると 2016年までは新規認定者数は増加していたが、

2017 年に大幅に減少し、以降は年々減少傾向にある。次に図表 1-7 の農業経営体に占める

認定農業者の割合を見ると、認定農業者の割合はほぼ横ばいであるが、わずかに増加して

いることがわかる。しかし、図表 1-8 の認定農業者数の推移を見ると、2016 年までは増加

しているが、新規認定農業者数の推移と同様に 2017 年以降減少している。このことから、

農業経営体に占める認定農業者の割合の増加に対して新規認定者数が減少していることか

ら、認定農業者数の減少に繋がっている現状であることが推測できる。 

  

                             
8 １、計画が市町村基本構想に照らして適当なものであること。２、計画が農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適

当なものであること。３、計画が達成される見込みが確実であること。 



ISFJ2020 最終論文 
 

14 

 

図表 1-5 新規認定者数 

 
出典：農林水産省資料、農林水産省 「認定農業者の認定状況」より筆者作成 

 

 

図表 1-6 農業経営体に占める認定農業者の割合 

出典：農林水産省資料、農林水産省「農業構造動態調査」より筆者作成 

 

 

 

 



ISFJ2020 最終論文 
 

15 

 

図表 1-7 認定農業者数の推移 

 
出典：農林水産省資料、農林水産省「認定農業者の認定状況」より筆者作成 

 

 

第６節 農業信用基金協会と信用保証保険制度 
農業信用基金協会（以下、基金協会）とは、農業者の金融の円滑化のために各都道府県

に設置された公的機関であり、農業協同組合･銀行等の融資機関から資金の貸付けを受け

る農業者等の債務を保証することで、資金調達のサポートを目的としている。加えて、基

金協会が行った保証については農林漁業信用基金が再保険を行うことで、信用補完を行っ

ている。この一連の制度を農業信用保証保険制度と言う。 

一般的に農業信用保証保険制度の仕組みは以下の通りである。融資機関が農業者等に融

資を行い、借入主である農業者等はそれに対し利子の支払いや返済を行う。それと同時に、

借入主は保証機関である基金協会に対しても保証料を支払うことで保証委託契約を交わし

ている。また、融資機関も保証機関に対し、出資や交付金、負担金を支払うことで債務保

証契約を結んでいる。さらに、万が一借入主が借入金を返済できなくなった場合、まず基

金協会が農業者に変わって代位弁済を行う。そこで債務が消えるのではなく代位弁済した

分、基金協会は借入主に対して求償権を行使する。代位弁済が発生した場合、保証･再保

険機関は基金協会に対して保険金を支払い、その後、基金協会は保険・再保証機関に対し

て借入主からの回収金を支払うという仕組みになっている。 
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図表 1-8 農業信用保証保険制度の仕組み 

 
出典：農林漁業信用基金「農業信用保証保険制度のご案内」より筆者作成 

 

 

農業信用保証保険制度は信用保険制度と債務保証制度に分けることができる。信用保険

制度とは基金協会の債務保証制度の機能が十分に発揮できるようにすることを目的とし、

基金協会が引き受けた保証を信用基金の保険に付する制度である。大まかな仕組みとして

は、まず信用基金と基金協会は保証保険契約を締結し、基金協会は農業者等から受領した

保証料の中から信用基金に保険料を支払う。次に、基金協会が融資機関に代位弁済を行っ

た場合は、信用基金に保険料の請求を行い、信用基金は代位弁済した元本及び利息の 70％

を保険金として基金協会に支払う。そして、基金協会は代位弁済をした農業者等からの回

収金を、保険金の受領割合に応じて信用基金に納付する。 

また、債務保証制度とは農業者等が融資機関から農業経営に必要な資金等を借り入れる

際、基金協会が保証人となることで円滑な資金調達を図ることを目的とした制度である。

保証の対象者は基金協会の会員である農業者で、保証料率は資金ごとに異なっていて、農

業関係資金については青色申告等をもとに優遇率を適用している。また、保証の範囲は利

息及び不履行による遅延損害金の合計額の 100％以内である。保証の最高限度額は、1被保

証者に対する保証では、特定資金9は当該資金の定める貸付限度額までとなっており、特定

資金以外では個人の場合 3600 万円、個人以外の農業従事者の場合は 7200 万円、その他の

場合では 1億 5000万円となっている。なお、無担保・無保証人での保証限度額は各基金協

会により異なった保証限度額を設定している。 

 

 

                             
9 農業近代化資金、農業改良資金、青年等就農資金、農業経営改善促進資金、農業経営負担軽減支援資金及び畜産特別資金等

の国等の制度資金が該当する。原則、無担保無保証人で保証が受けられる。 
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第７節 農業信用基金協会の現状 
図表 1-10は、民間金融機関と基金協会と債務保証契約を締結している民間金融機関の

割合について示したものである。割合を比較すると農協の割合が非常に高く、地方銀行

（以下、地銀）と信用金庫（以下、信金）等が低い割合に留まっていることがわかる。山

下（2010）では、基金協会は保証する際に地銀や信金等の貸出状況の情報を得ることがで

きるが、基金協会の構成員の多くが農協の組合員であることから必然的に農協へ情報が流

出してしまう恐れがあると述べられている。このことが、農業者が民間金融機関から融資

を受ける際の弊害になっていると推測できる。 

 

図表 1-9 民間金融機関と農業信用基金協会の関係（2019年度） 

 
出典：金融庁「免許・許可・登録等を受けている業者一覧」農林水産省「農業信用基金強

化の保証契約先融資基幹」より筆者作成 

 

 

第８節 一般融資の近況 
図表 1-11、1-12、1-13は 2018年、2019年、2020 年の地銀の業種別貸出状況を表したも

のである。以下の図表の通り、農林水産業への貸出額は 2018 年から 2020 年にかけて逓増

しているが、他業種と比較すると非常に少ない割合に留まっている。 
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図表 1-10 地方銀行の業種別貸出状況(2018) 

 
出典：日経 NEEDS Financial QUESTより筆者作成 

 

図表 1-11 地方銀行の業種別貸出状況（2019 年） 

 
出典：日経 NEEDS Financial QUESTより筆者作成 
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図表 1-12 地方銀行の業種別貸出状況（2020 年） 

 
出典：日経 NEEDS Financial QUESTより筆者作成 

 

 

第９節 制度資金の現状 
続いて、制度資金10の現状について述べていく。農業経営基盤強化資金はスーパーL 資金

と呼ばれ、農業経営改善計画の認定を受けている者又認定を受けた法人の構成員である者

を対象とし、借入限度額は個人の場合 3 億円、法人の場合 10 億円、借入期間は原則 25 年

以内でそのうち据置機関は 10年以内である。この資金は貸付当初 5年間の利子を無利子に

する金利負担軽減措置が実施されており、農業者の高齢化や耕作放棄地の増加などで将来

の展望が描けない農業地域が多数存在していることが背景にある。次に、経営体育成強化

資金は主業農業者、認定新規就農者、農業参入法人、集落営農組織、農協を対象とする資

金であり、借入限度額は個人の場合 1億 5000万円、法人の場合 5億円、借入期間は原則 25

年以内でそのうち据置期間は 3 年以内である。農業基盤整備資金は土地改良区、土地改良

区連合、農協、農業協同組合連合会、農業を営む方、農業振興法人、5 割法人・団体を対

象とする資金であり、借入限度額・借入期間・据置期間は地域により異なる。農林漁業セ

ーフティネット資金は、認定農業者、主業農林漁業者、認定新規就農者、集落営農組織を

対象とする資金であり、借入限度額は 600万円、借入期間は 10年以内でそのうち据置期間

                             
10 国や地方公共団体が農協や日本政策金融公庫等と協力して、政策に合致する経営を行う農業経営体等へ、低利または無利子

で行う融資。 
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は 3年以内である。以上はいずれも日本公庫が融資する資金である。図表 1-14は上記以外

の制度資金を含む概要を示している。 

図表1-15は2013年から2017年までの主な制度資金（スーパーL資金、経営体育成資金、

農業基盤整備資金、農林漁業セーフティネット資金）の貸付状況を表している。スーパー

L 資金の貸付金額は他の資金と比較すると非常に高く増加傾向であるが、他の資金は貸付

金額が低くほぼ横ばいで推移している。農業者の様々な状況に対応可能な制度資金の貸付

金額に大幅な偏りがあることは問題視すべき点である。 

 

図表 1-13 制度資金の概要 

 
出典：農林水産省「農業近代化資金融通法」「農業経営基盤強化資金実施要綱」「経営体

育成強化資金実施要綱」「農業改良資金融通法」「青年等就農資金基本要綱」「農業経営

改善促進資金融通事業実施要綱」「農林漁業セーフティネット資金実施要綱」より筆者作

成 
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図表 1-14 主な制度資金の貸付状況 

 
出典：農林水産省資料、農林水産省「第 93次農林水産省統計表」より筆者作成 

 

第１０節 融資の近況 
図表 1-16は融資機関別の農業経営向け融資残高を示している。この図から分かるように、

農協(JA)系統の融資残高は減少している一方、日本政策金融公庫（以下、日本公庫）の融

資残高が増加している。また、一般金融機関の融資残高は増加しているが、日本公庫に比

べて増加率は緩やかであることも読み取ることができ、農業経営向け融資残高は融資機関

別で比較すると日本公庫に偏っていることがわかる。 

また、農業経営向け融資を行う日本公庫のスーパーL 資金と農協や地銀の農業近代化資

金を比較すると使途が重複する部分が多く、返済期間が長いことや利率が5年間は実質 0％

であるということから長期資金を供給するという点にも共通事項が見られる。政府系金融

機関である日本公庫の融資内容と農協やその他民間金融機関の融資内容に差が見られない

ことから、農業経営に対する政府介入の大きさが問題として挙げられる。 
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図表 1-15 融資機関別の農業経営向け融資残高 

 
出典：農林水産省「農業金融」 

 

 

 

第２章 問題意識 
本章では前章の現状分析を踏まえ、以下の問題意識について議論していく。 

第一に、現行の農業信用基金協会（以下、基金協会）の債務保証制度によって、モラル

ハザードが発生している可能性がある。現在、基金協会が行う債務保証制度には中小企業

向けの信用保証制度のような責任共有制度が無く、特定資金の融資に関しては無担保無保

証人で基金協会が農業者向けの金融機関融資を 100％保証している現状である。また、具

体的な根拠が無いまま都道府県・資金ごとに異なった保証限度額が定められている。その

ため、金融機関が 100％保証により過度な融資を行い、農業者が返済の努力を怠るなどの

モラルハザードの発生が懸念されている。 

第二に、基金協会との債務保証契約提携率が低いことにより、農業協同組合（以下、農

協）を除いた民間金融機関は農業向け融資を促進できていない可能性がある。基金協会と

農協を除く民間金融機関との提携率が低い背景として、山下（2010）では、基金協会は保

証する際に地方銀行（以下、地銀）や信用金庫（以下、信金）等の貸出状況の情報を得る

ことができるが、基金協会の構成員の多くが農協の組合員であることから、それらの情報

が農協へ流出してしまう恐れがあると述べられている。そのため、基金協会が農協を除い

た民間金融機関の農業向け融資を十分に促進できていないことが懸念される。 
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第三に、基金協会と農協を除いた民間金融機関との債務保証契約提携率が低いことによ

り、認定農業者が育ちにくく、耕作放棄地が増加している可能性がある。前述したとおり、

農協を除いた民間金融機関と基金協会との提携率は農協と比べると非常に低い。そのため、

耕作放棄地増加の対策として認定農業者制度が整備されたにも関わらず、農協を除いた民

間金融機関は認定農業者に対し農業向け融資を促進できず、認定農業者は継続的に耕作放

棄地を受け取ることができるほど経営拡大できていないことが懸念される。 

第四に、農業経営基盤強化資金（以下、スーパーL 資金）は耕作放棄地の減少に効果が

ない可能性がある。前述したようにスーパーL 資金は農業者の高齢化や耕作放棄地の増加

により各地域が抱える問題を改善することを目的とし、金利負担軽減措置などを講じてい

るが、耕作放棄地面積は未だに増加し続けている。そのため、制度資金が耕作放棄地減少

に効果的に機能していないことが懸念される。 

第五に、認定農業者制度は耕作放棄地の減少に効果がない可能性がある。前述したよう

に、認定農業者制度は耕作放棄地に対する現行の対策として実施されているが、耕作放棄

地面積は年々増加している。そのため、認定農業者制度はあまり効果的に機能していない

ことが懸念される。 

第六に、農業金融市場において民業圧迫が起こっている可能性がある。前述したように、

日本政策金融公庫（以下、日本公庫）による融資は農協や地銀による民間融資と使途が重

複する部分が多い。また、スーパーL 資金の貸付額の増加により日本公庫の融資額が増加

し民間金融機関の融資額は減少している。そのため、農家が借りやすい資金制度は日本公

庫に多いことが考えられ、民業圧迫に繋がっていることが懸念される。 
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第３章 先行研究及び本稿の位置

づけ 
第１節 先行研究 

石田(2011)は、全国的に経営農地面積が減少傾向にある要因として耕作放棄地の増加が

挙げられていることを踏まえ、地域によって耕作放棄地の増減傾向が異なる点に着目し

た。また、全国的なアンケートを行うことで、耕作放棄地発生要因、全国的な実施対策と

その効果、今後の行政の意向等の 3点を明らかにしている。 

川島(2010)は、宮城県を分析対象地域とし、集落データや地図情報を用いて耕作放棄地

の発生状況を視覚的に捉えることで農地の地理的特性を考慮している。また、その要因を

空間計量経済の枠組みから分析を行なっている。このことから、耕作放棄地発生要因には

時間に対して不変なものと時間と共に変化するものに分類できることを明らかにし、両者

を峻別するためには空間的・時間的構造変動を視覚的かつ数量的に分析する必要性がある

ことを述べている。 

川島・鹿野(2016)は、2010 年に発表した論文での分析結果を踏まえ、農地の地理的条件

による耕作放棄地の発生に加え、販売収入や経営耕地面積及びそれらの集落内格差指数等

の経済的変化と集落活動による耕作放棄率の抑制効果について言及している。分析から、

人口減少社会の中で人口集中地域が減少し、時間距離の長くなる農業集落が増加すると耕

作放棄地が加速的に増加する可能性を示唆している。 

 

 

第２節 本稿の独自性 
石田(2011)は、それぞれの地域により期待される取り組みや対策が異なることを明らか

にしているが、その分類については言及できていない。川島(2010)は、分析対象地域が限

定的であり、全国地域に対しての分析が行われていない。また、データ不足により時間的

な影響までは言及できていない。川島・鹿野(2016)は、耕作放棄地率別や土地条件別など

の細かい分析が行われていない。また、農地賃借等の市場取引や集落内での協議が一定の

効果を表すものと明らかになったものの、協議と耕作放棄地については因果関係が明らか

にされていない。 

以上の先行研究から全体の問題点として、限定された地域に対する分析や定量的な分析

によるものが多く、計量分析が行われているものが少ないことや耕作放棄地を金融面から

分析されたものが無いということが挙げられる。本稿は日本政策金融公庫の制度資金や農

業信用保証保険制度といった金融面に注目し、耕作放棄地を計量的に分析していることか

ら、独自性を有すると考えられる。 
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第４章 実証分析 
第１節 農業信用保証制度の保証額の拡大は代

位弁済額を増加させているのではないか 
第1項 問題意識 

農業信用基金協会（以下、基金協会）の行う債務保証制度は、中小企業向け信用保証制

度と異なり、責任共有制度が無く、特定資金では無担保無保証人で基金協会が農業者に金

融機関融資を 100％保証している。また、具体的な根拠が無いまま、都道府県・資金ごと

に保証限度額が設定されている。このことから、金融機関が過剰な融資を行うことにより、

農業者が返済の努力を怠るなどのモラルハザードが発生している可能性がある。 

本稿では基金協会の保証制度により、モラルハザードが起きているのではないかという

点について明らかにする。具体的には、保証制度を利用して金融機関がリスクの高い融資

を行っているかを検証する。代位弁済額の分析に用いるデータについては、都道府県ごと

に設置されている基金協会の保証債務残高と代位弁済額のデータを利用する。仮に保証債

務残高の増加に伴い代位弁済額が増加すれば、モラルハザードが起きていると解釈できる。 

 

 

第2項 債務保証制度の拡大による代位弁済額の増加に関する分析 
 

・推定式 

 推定式は下記の通りである。 

 

ln (代位弁済額
i,t

) = α + β
1

ln (債務保証額
i,t

) + θ
t

+ λi＋ui,t                    (1) 

 

i が各都道府県の基金協会、t が年を表す添え字である。基金協会の代位弁済額と保証債務

残高のデータはともに複数年公表されているため、2014≦t≦2019 として推定する。上記

の式のβ
1
は保証債務残高が 1％変化したとき、代位弁済額の変化量を表す。θtは年次固定

効果（年次ダミー）、λiは都道府県固定効果を表す。ハウスマン検定により固定効果モデ

ルが支持されたため、固定効果モデルにより推定を行う。 

 

・使用したデータの説明 

 分析に用いたデータは以下の通りである。各都道府県に設置されている基金協会の公式

サイトより代位弁済額と保証債務残高のデータを取得した。金額は千円単位である。 

 

・符号条件 

本分析ではβ
1
に注目する。保証債務残高が拡大すれば代位弁済額も高くなると考えられ

る。基金協会が保証額を拡大すると、金融機関が非効率な融資を誘発するため代位弁済額

も上昇する。つまり、保証債務残高の弾力性を示す係数であるβ
1
はプラスであると予想で

きる。モラルハザードにより、保証債務残高の拡大に伴い代位弁済がより多く発生するの
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であれば、β
1
の値は 1を超えると考えられる。 

 

図表 4-1 基本統計量 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

各変数の基本統計量は図表 4-1 の通りである。各変数の最大値と最小値の値を見ると、

大きく外れた値は観測されないため、ここで外れ値の問題は推定結果に大きな影響を与え

ていないと考えられる。 

 

・推定結果 

図表 4-2 代位弁済額を被説明変数に用いた分析 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-2 は被説明変数に代位弁済額を用いた推定式の分析結果である。保証債務残高に

注目すると、推定式(1)から、係数は保証債務残高が代位弁済額に対して統計的に 10％の
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水準で有意にゼロと異なり、代位弁済額に対してプラスであることがわかる。また、保証

債務残高の係数は 2.899であるため、保証債務残高が 1％増加すると代位弁済額が 2.899％

増加する。つまり、保証債務残高の拡大に伴い、より多くの代位弁済が発生しており、金

融機関が基金協会の保証を利用してよりリスクの高い農業者に融資を行っていると解釈で

きる。この結果は、金融機関によるモラルハザードを支持する。 

 

 

第２節 制度資金や認定農業者、農業信用基金

協会との提携率の増加は耕作放棄地の減少につ

ながるのか 
第1項 問題意識 

第 1 章で前述した通り、農業経営基盤強化資金（以下、スーパーL 資金）は、耕作放棄

地の増加を防ぐことを目的としており、他の制度資金に比べ貸付額が大幅に増加している。

しかし、耕作放棄地は依然として増加傾向にあるため、スーパーL 資金が耕作放棄地の減

少に効果的に機能していない可能性がある。 

第 1 章で前述した通り、地方銀行（以下、地銀）や信用金庫（以下、信金）は基金協会

との提携率が低く、農業向け融資を行う際に債務保証を十分に得られないため、農業向け

融資を積極的に行えていない。このことにより、耕作放棄地増加への対策として認定農業

者制度が整備されたにも関わらず、実際には民間金融機関からの融資を受けられないため

に農家の受け手となる認定農業者になりうる農家が少ない。そのため、農地の貸し手ばか

りが増え、借り手が追いついていない状態になり、耕作放棄地が増加している可能性があ

る。 

本稿では、以上の 2 点を踏まえてスーパーL 資金や基金協会との提携率、認定農業者制

度により耕作放棄地が減少するのかどうかを明らかにする。耕作放棄地の分析を行うデー

タについては都道府県別のデータを用いる。仮にスーパーL 資金や基金協会との提携率、

認定農業者の増加に伴い耕作放棄地が増加すれば、それらは耕作放棄地問題への対策とし

て機能していないと解釈できる。この仮説を立証するために本分析ではスーパーL 資金や

基金協会の提携率、認定農業者数のデータを用いて分析する。 

 

第2項 耕作放棄地に関する分析 
 

・推定式 

推定式は下記の通りである。 

 

ln (耕作放棄地
i,t

) = α + β
1

ln (耕地面積
i,t

) + β
2

ln (スーパーL 資金
i,t

) 

+β
3

ln (人口 1 人あたりの認定農業者数
i,t

) + β
4
カバー率

i
+ θ

t
+ λ

i
＋ui,t      (2) 

 

i が都道府県、t が年を表す添え字である。θtが年次固定効果（年次ダミー）、λiが都道府

県の効果を表す。耕作放棄地のデータが、2010年と 2015年の 2年分のみが入手可能である
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ため、t=2010、2015 として推定する。β
2
はスーパーL 資金が 1％変化したとき耕作放棄地

がどの程度変化するのか、β
3
は人口 1 人あたりの認定農業者数が 1％変化したとき耕作放

棄地がどの程度変化するのかを表す。なお、カバー率が時間を通じて一定の変数であるた

め、変量効果モデルにより分析を行う。 

 

・使用したデータの説明 

以下がカバー率及び人口 1人あたりの認定農業者数の定義である。 

 

 カバー率 =
都道府県 i において農業信用基金協会と保証契約を締結している銀行数

都道府県 i の銀行数合計
 

なお、都道府県 i に本店が立地している銀行の数を銀行数として算出した。 

 

 人口 1 人あたりの認定農業者数 =
認定農業者数

各都道府県の総人口
 

 

耕作放棄地のデータは農林水産省による各年の「農林業センサス」より入手した。また、

人口のデータは「総務省統計局」より入手した。スーパーL 資金のデータは、各都道府県

のスーパーL 資金の融資額であり、農林水産省の農林水産省統計表「日本政策金融公庫農

林水産事業本部の資金貸付決定状況」より入手した。カバー率における基金協会と保証契

約を締結している銀行数のデータは各都道府県の基金協会のホームページより入手した。

カバー率における銀行数は「地銀ネットワークサービス」より入手した。認定農業者数の

データは農林水産省の農林水産省統計表「認定農業者数及び基本構想策定状況」より入手

した。耕地面積のデータは農林水産省の「作物統計調査」より入手した。 

 

・符号条件の説明 

 本分析ではβ
2
、β

3
、β

4
に注目する。スーパーL 資金の融資額が増加すると、農家は経

営能力が向上し耕地面積の拡大を図ろうとするため、耕作放棄地が減少すると考えられる。

よって、β
2
はマイナスであると予想される。認定農業者制度が機能していると、認定農業

者数の増加により農用地の利用集積を受けられる人数が増加し、耕作放棄地が減少すると

考えられる。よって、β
3
はマイナスであると予想される。基金協会のカバー率が上昇する

と、非効率的な農家の退出が行われなくなり、効率的な農家の成長も阻害されるため、耕

作放棄地が増加すると考えられる。よってβ
4
はプラスであると予想される。 

 

・交差項を用いた推定式 

本稿では、耕地面積により異なる効果を推定するために、単独項による推定に加えて以

下の交差項を用いた推定を行う。ここでは耕地面積が大きい都道府県ほど農業が盛んな都

道府県であると定義する。この推定で注目する変数は人口 1 人あたりの認定農業者数、ス

ーパーL 資金、カバー率である。これらの変数と耕地面積との交差項を推定することで、

耕地面積が大きい都道府県とそうでない都道府県における、上記の変数の効果の違いを推

定することができる。それぞれの推定式は下記のとおりである。 
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耕地面積×人口 1人あたりの認定農業者数を用いた推定式 

ln (耕作放棄地
i,t

) = α + β
1

ln (耕地面積
i,t

) + β
2

ln (スーパーL 資金
i,t

) 

+β
3

ln (人口 1 人あたりの認定農業者数
i,t

) + β
4
カバー率

i
 

+β
5

ln (耕地面積
i,t

) × ln (人口 1 人あたりの認定農業者数
i,t

) + θ
t

+ λ
i
＋ui,t   （3） 

 
耕地面積×スーパーL資金を用いた推定式 

ln (耕作放棄地
i,t

) = α + β
1

ln (耕地面積
i,t

) + β
2

ln (スーパーL 資金
i,t

) 

+β
3

ln (人口 1 人あたりの認定農業者数
i,t

) + β
4
カバー率

i
 

+β
5

ln (耕地面積
i,t

) × ln (スーパーL 資金
i,t

) + θ
t

+ λ
i
＋ui,t        （4） 

 

耕地面積×カバー率を用いた推定式 

ln (耕作放棄地
i,t

) = α + β
1

ln (耕地面積
i,t

) + β
2

ln (スーパーL 資金
i,t

) 

+β
3

ln (人口 1 人あたりの認定農業者数
i,t

) + β
4

 カバー率
i
 

+β
5

ln (耕地面積
i,t

) × カバー率
i

+ θ
t

+ λ
i
＋ui,t           （5） 

 

 

図表 4-3 基本統計量 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

各変数の基本統計量は図 4-3 の通りである。各変数の最大値、最小値を見ると、大きく

外れた値は観測されないため、外れ値の問題は推定結果に影響を与えないと考えられる。 
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・推定結果 

 

図表 4-4-1 耕作放棄地を被説明変数に用いた分析 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-4-1は被説明変数に耕作放棄地を用いた推定式の分析結果である。列(1)は推定式

(2)を推定した結果である。スーパーL 資金の係数はマイナスが、統計的に有意にゼロと異

ならない。また、人口 1 人あたりの認定農業者数及びカバー率の係数はプラスであるが、

統計的に有意にゼロと異ならない。 

列(2)、(3)、(4)は、耕地面積との交差項を含めた推定式(3)、(4)、(5)を推定した結果

である。列（2）では、人口 1 人あたりの認定農業者数の係数はプラスであり、統計的に

10％の水準で有意にゼロと異なる。また、耕地面積と人口 1 人あたりの認定農業者数の交

差項はマイナスであり、統計的に 10％の水準で有意にゼロと異なる。この推定結果から、

人口 1 人あたりの認定農業者数は耕作放棄地を増加させる効果を有しているが、耕地面積

が大きくなるほどその効果は低下するといえる。つまり、認定農業者は耕作放棄地を増加

させるが、耕地面積が大きい都道府県においては逆に減少させる効果を有することを意味

する。 

列(3)において、スーパーL資金の係数はマイナスであり、統計的に 10％の水準で有意に

ゼロと異なる。一方、耕地面積とスーパーL 資金の交差項の係数はプラスであり、統計的

に 10％の水準で有意にゼロと異なる。この推定結果より、スーパーL 資金は耕作放棄地を

減らす効果を持つものの、耕地面積が大きくなるほどその効果は減少する。つまり、耕地

面積が大きい都道府県ではスーパーL 資金は耕作放棄地を増やす効果を持つと言える。列

（4）の推定結果より、カバー率の係数は 1％有意水準でプラス、耕地面積とカバー率の交

差項は 1％有意水準でマイナスである。つまり、全銀行数に占める基金協会との保証契約
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を締結している銀行数の割合を示すカバー率が高いほど耕作放棄地を増加させているが、

その効果は耕地面積の増加に伴い減少する。このことにより、耕地面積が大きい都道府県

においてカバー率は耕作放棄地を減らす効果を有すると言える。 

 

図表 4-4-2 耕作放棄地を被説明変数に用いた分析（スーパーL資金を認定農業者で除し

た場合） 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-4-2 は推定式(2)〜(4)におけるスーパーL 資金を、認定農業者数で除した認定農

業者 1 人あたりのスーパーL 資金として推定した結果である。認定農業者数が多いほど、

スーパーL 資金の融資額が大きくなる傾向があり、この関係が前述した推定結果に影響し

ている可能性がある。この効果を除いても同様の推定結果が得られるかを確認するため、

スーパーL資金の変数の定義を変えて推定を行った。図表 4-4-2の推定結果は図表 4-4-1の

推定結果と同様であるため、スーパーL 資金の定義を変更しても推定結果は変わらないこ

とを確認した。 

 

 

・スーパーL資金以外の制度資金を含めた推定 

 図表 4-4-1、4-4-2 では、スーパーL 資金のみに注目して推定を行ったが、現状分析で述

べたように、スーパーL資金以外にも制度資金が存在する。スーパーL資金以外の制度資金

が耕作放棄地に与える影響を確認するために、推定式(2)〜(5)に対数変換したスーパーL

資金を除く制度資金を加えて推定を行う。スーパーL 資金を除く制度資金は、農林水産省

の農林水産省統計表「日本政策金融公庫農林水産事業本部の資金貸付決定状況」における

制度資金合計からスーパーL資金を除いた都道府県ごとの融資額として定義した。 
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図表 4-4-3 耕作放棄地を被説明変数に用いた分析（スーパーL資金以外の制度資金を含

めた場合） 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-4-3 は推定式（2）～(4)に対数変換したスーパーL 資金を除く制度資金を加えて

推定した結果である。対数変換したスーパーL 資金を除く制度資金の係数は、列(10)のみ

10％の水準でプラスかつ統計的に有意であるが、その他の列において統計的に有意にゼロ

と異ならない。つまり、スーパーL 資金以外の制度資金が耕作放棄地を増やす効果は薄い

と考えられる。また、スーパーL 資金、人口 1 人あたりの認定農業者数、カバー率の単独

項の係数、および耕地面積との交差項の係数は、図表 4-4-1、4-4-2と同様であり、一部の

推定結果において有意性が向上している。したがって、その他の制度資金の効果をコント

ロールしても、推定結果は変わらないと言える。 

  



ISFJ2020 最終論文 
 

33 

 

図表 4-4-4 耕作放棄地を被説明変数に用いた分析（認定農業者で除したスーパーL資金

とスーパーL資金以外の制度資金を含めた場合） 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-4-4は図表 4-4-2で示した推定式に対数変換したスーパーL資金を除く制度資金を

加えて推定した結果である。推定結果は図表 4-4-2、図表 4-4-3 と同様であり、スーパーL

資金の定義を認定農業者 1人あたりのスーパーL資金としても、推定結果は変わらない。 

以上の推定から、次の 3 点の解釈ができる。第一に、スーパーL 資金の融資額が増加す

ると、耕作放棄地が減少するが、耕地面積が大きい都道府県において耕作放棄地は増加し

ている。このことは、耕地面積が大きい都道府県において、スーパーL 資金によって民業

圧迫が起こり、認定農業者が農業経営改善計画に記した目標に反するような非効率的な経

営を行っているためである。第二に、基金協会との提携率が上昇すると、耕作放棄地が増

加するが耕地面積が大きい都道府県においては耕作放棄地が減少している。この原因は耕

地面積が小さい都道府県においてモラルハザードが発生し、認定農業者が育たず、非効率

的な農家の自然退出も行われないため、耕作放棄地が増加しやすい環境ができているから

である。第三に、認定農業者が増加すると、耕作放棄地が増加するが、耕地面積が大きい

都道府県においては耕作放棄地が減少している。この原因は、耕地面積が小さい都道府県

において、認定農業者が増えても耕作放棄地を受け取るまでの農家が成長しないためであ

る。 

 

・各都道府県の耕地面積における耕作放棄地に対するスーパーL資金の効果 

 各都道府県における耕作放棄地に対するスーパーL資金の効果を示すために、図表 4-4-1

の列(3)のスーパーL 資金の単独項の係数とスーパーL 資金と耕地面積の交差項の係数を用

いて、都道府県別の効果を分析する。各都道府県における耕作放棄地に対するスーパーL
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資金の効果を示すことで、どの都道府県に対してスーパーL 資金の融資額を減少させ、ど

の都道府県に対してスーパーL 資金の融資額を増加させるべきか推定する。式は下記の通

りである。 

スーパーL 資金の効果
i

= −0.253 + 0.024 × ln(耕地面積
i
)      (6) 

 

i は都道府県を表す添え字である。-0.253 は図表 4-4-1 の列(3)のスーパーL 資金の係数で

ある。また、0.024 は図表 4-4-1 の列(3)のスーパーL 資金と耕地面積の交差項の係数であ

る。耕地面積のデータは 2015年の「作物統計調査」を用いる。 

 

・各都道府県における効果 

 

図表 4-4-5 耕地面積別都道府県における耕作放棄地に対するスーパーL資金の効果 

 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-4-5は各都道府県の耕地面積における耕作放棄地に対するスーパーL 資金の効果

をグラフに表したものである。スーパーL資金の効果がプラスである都道府県の場合、ス

ーパーL資金の融資額が増加すると耕作放棄地も増加することを意味する。また、スーパ

ーL資金の効果がマイナスである都道府県の場合、スーパーL資金の融資額が増加すると

耕作放棄地は減少することを意味する。このグラフより、北海道から福井県までは耕作放
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棄地を減少させるためにスーパーL資金の融資額を抑制すべきであると言える。また、山

口県から東京都まではスーパーL資金の融資額を増やすべきであると言える。 

 

・各都道府県の耕地面積における耕作放棄地に対する認定農業者の効果 

 各都道府県における耕作放棄地に対する認定農業者の効果を示すために、図表 4-4-1の

列(2)の人口 1人あたりの認定農業者数の単独項の係数と耕地面積と人口 1人あたりの認

定農業者数の交差項の係数を用いて、都道府県別の効果を分析する。人口 1人あたりの認

定農業者数の効果がマイナスであるほど耕作放棄地は減少するため、その都道府県におい

て人口 1人あたりの認定農業者数は増やすべきであると予想できる。各都道府県における

耕作放棄地に対する人口 1人あたりの認定農業者数の効果を示すことで、どの都道府県に

対して認定農業者を増加させ、どの都道府県に対して人口 1人あたりの認定農業者数を減

少させるべきかを推定する。式は下記の通りである。 

人口 1 人あたりの認定農業者数の効果
i

= 1.088 − 0.100 × ln(耕地面積
i
)      (7) 

 

i は都道府県を表す添え字である。1.088 は図表 4-4-1 の列(3)の人口 1 人あたりの認定農

業者数の係数である。また、-0.100は図表 4-4-1の列(3)の人口 1人あたりの認定農業者数

と耕地面積の交差項の係数である。耕地面積のデータは 2015年の「作物統計調査」を用い

る。 

 

・各都道府県における効果 

 

図表 4-4-6 耕地面積別都道府県における耕作放棄地に対する人口 1人あたりの認定農業者

数の効果 
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出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-4-6は各都道府県別の耕地面積における耕作放棄地に対する人口 1人あたりの認

定農業者数の効果を表すグラフである。人口 1人あたりの認定農業者数の効果がプラスで

ある都道府県の場合、人口 1人あたりの認定農業者数が増加すると耕作放棄地も増加する

ことを意味する。また、人口 1人あたりの認定農業者数の効果がマイナスである都道府県

の場合、人口 1人あたりの認定農業者数が増加すると耕作放棄地は減少することを意味す

る。このグラフより、北海道から滋賀県までは耕作放棄地を減少させるために人口 1人あ

たりの認定農業者数を増やすべきであると言える。また、岡山県から東京都までは耕作放

棄地を減少させるために、人口 1人あたりの認定農業者数の増加を抑制するべきだと言え

る。 

 

・各都道府県別の耕地面積における耕作放棄地に対するカバー率の効果 

 各都道府県の耕作放棄地に対するカバー率の効果を示すために、図表 4-4-1の列(4)の

カバー率の係数と耕地面積とカバー率の交差項の係数を用いて、都道府県別の効果を分析

する。カバー率の効果がマイナスであるほど耕作放棄地は減少するため、その都道府県に

おいてカバー率を上昇させるべきであると解釈できる。各都道府県における耕作放棄地に

対するカバー率の効果を示すことで、どの都道府県に対してカバー率を上昇させ、どの都

道府県に対してカバー率を下落させるべきか推定する。式は下記の通りである。 
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カバー率の効果
i

= 6.442 − 0.567 × ln(耕地面積
i
)      (8) 

 

i は都道府県を表す添え字である。6.442 は図表 4-4-1 の列(4)のカバー率の係数である。

また、-0.567 は図表 4-4-1 の列(4)のカバー率と耕地面積の交差項の係数である。耕地面

積のデータは 2015年の「作物統計調査」を用いる。 

 

・各都道府県における効果 

 

図表 4-4-7 耕地面積別都道府県における耕作放棄地に対するカバー率の効果 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

 図表 4-4-7は各都道府県の耕地面積における耕作放棄地に対するカバー率の効果を表し

たグラフである。カバー率の効果がプラスである都道府県の場合、カバー率が上昇すると

耕作放棄地も増加することを意味する。逆に、カバー率の効果がマイナスである都道府県

の場合、カバー率が上昇すると耕作放棄地は減少することを意味する。このグラフより、

北海道から長野県までは耕作放棄地を減少させるためにカバー率を上昇するべきであると

言える。また、宮崎県から東京都までは耕作放棄地を減少させるために、カバー率の上昇

を抑制するべきだと言える。 
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第３節 どのような金融機関が農業向け融資を

行えていないのか 

第1項 問題意識 
第 1 章第 8 節で述べた通り、地銀の農林水産業向け融資が他の業種と比較すると非常に

少ないという現状がある。その背景として日本公庫がスーパーL 資金を農家に積極的に融

資している反面、地銀が融資を行えていないことが挙げられる。加えて基金協会と保証契

約をしている地銀が少ないこともその原因として挙げられる。 

本稿ではどのような地銀が農業に対して融資を積極的に行っていないかを明らかにし、

その上で基金協会と保証契約を締結することにより、地銀の農業向けの融資額がどの程度

増加するのかを明らかにする。地銀の農業向け融資額の分析を行うデータについては、地

銀のデータを用いる。仮に地銀が基金協会と保証契約を締結していない場合、地銀の農業

向け融資は積極的に行っていないと予想される。この仮説を立証するため、本分析では金

融機関のデータと基金協会のダミー変数を用いて分析する。 

 

第2項 民間金融機関の農業向け貸出残高に関する分析 
・推定式 

 推定式は下記の通りである。 

 

ln (農業向け貸出残高
i,t

)＝α + β
1
自己資本比率

i,t−1
+ β

2
預貸率

i,t−1
＋β

3
基金協会ダミー

i

＋β
4

Xi,t−1 + θ
t

+ ui,t   (9) 

 

i が金融機関、t が年を表す添え字である。θ
𝑡
が年次固定効果（年次ダミー）を表す。民

間金融機関のデータは複数年のデータが公表されているため、リーマンショック後の 2012

≦t≦2020として推定する。𝑋𝑖,𝑡−1は資産合計、不良債権率、業務純益率（＝業務純益/資産

合計）を表す。β
1
は自己資本比率が 1％ポイント変化したとき農業向け貸出残高がどの程

度変化するのか、β
2
は預貸率が 1％ポイント変化したとき農業向け貸出残高がどの程度変

化するのかを表す。なお、基金協会ダミーが時間を通じて一定の変数であるため、変量効

果モデルにより分析を行う。 
 

 

・使用したデータの説明 

基金協会ダミーは基金協会と保証契約を締結している地銀の場合「1」、基金協会と保

証契約を締結していない地銀の場合「0」と定義する。金融機関のデータ（農業向け貸出

残高、資産合計、自己資本比率、預貸率、不良債権率、業務純益率）については、日経

NEEDS Financial Questより入手した。なお、全て 3月末時点のデータであり、金額は 100

万円単位である。本分析において、対象としている金融機関は地銀である。 

 

・符号条件 

本分析ではβ
3
に注目する。地銀が基金協会との保証契約を締結することで、農業水産業
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に対して積極的に融資を行えるようになり、農業向け貸出残高が増加すると考えられる。

つまり、基金協会ダミーの係数であるβ
3
はプラスであると予想される。 

 

・交差項を用いた推定式 

本稿では、金融機関の属性により異なる基金協会ダミーの効果を推定するために、単独

項による推定に加えて以下の交差項を用いた推定を行う。ここで注目する変数は自己資本

比率と預貸率である。これらの変数と基金協会ダミーとの交差項を推定することで、金融

機関の自己資本比率もしくは預貸率の違いにより、基金協会ダミーの効果がどのように異

なるかを推定することができる。それぞれの推定式は下記の通りである。 

 

 

基金協会ダミー×自己資本比率を用いた推定式 

ln (農業向け貸出残高
i,t

) = α + β
1
自己資本比率

i,t−1
+ β

2
預貸率

i,t−1
+ β

3
基金協会ダミ

ー
i

+ β
4
基金協会ダミー

i
× 自己資本比率

i,t−1
＋β

5
Xi,t−1 + λ

i
+ θ

t
+ ui,t         （10） 

 

 

基金協会ダミー×預貸率を用いた推定式 

ln (農業向け貸出残高
i,t

) = α + β
1
自己資本比率

i,t−1
+ β

2
預貸率

i,t−1
+ β

3
基金協会ダミ

ー
i

+ β
4
基金協会ダミー

i
× 預貸率

i,t−1
＋β

5
Xi,t−1 + θ

t
+ λ

i
+ ui,t         （11） 
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図表 4-5 基本統計量 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

各変数の基本統計量は図 4-5 の通りである。各変数の最大値、最小値を見ると、大きく

外れた値は観察されないため、外れ値の問題は推定結果に影響を与えないと考えられる。 
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・推定結果 

 

図表 4-6 農業向け貸出残高を被説明変数に用いた分析 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-6は被説明変数に農業向け貸出残高を用いた推定式(9)を推定した結果である。基

金協会ダミーの係数は 0.952 であり、統計的に 1％の水準で有意にゼロと異なる。係数の

値から、地銀が基金協会と保証契約を締結すると、農業向け貸出残高が 95.2％増加すると

言える。自己資本比率の係数はマイナスであり統計的に 1％の水準で有意にゼロと異なる。

つまり、自己資本比率が高い銀行は積極的に農業向け融資を行わない傾向があることがわ

かる。また、預貸率の係数はマイナスであり、統計的に 1％の水準で有意にゼロと異なる。
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この推定結果から、預貸率が高い地銀は積極的に農業向け融資を行わない傾向があること

がわかる。 

 

 

図表 4-7 農業向け貸出残高を被説明変数に用いた分析（基金協会ダミーを交差項にした

場合） 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-7 は基金協会ダミーとの交差項を含めた推定式(10)、(11)を推定した結果である。

列(2)において自己資本比率の係数はマイナスであり、統計的に 1％の水準で有意にゼロと
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異なる。また、基金協会ダミーと自己資本比率の交差項の係数はプラスであり、統計的に

1％の水準でゼロと異なる。基金協会ダミーの単独項の係数は、統計的にゼロと異ならな

いが、農業向け貸出残高に対してマイナスである。つまり、自己資本比率が高いほど、基

金協会ダミーの効果が大きくなると言える。 

列(3)において、預貸率の係数はマイナスであり、統計的に 1％の水準で有意にゼロと異

なる。また、基金協会ダミーと預貸率の交差項の係数はプラスであり、統計的に 1％の水

準で有意にゼロと異なる。また、基金協会ダミーの係数はマイナスであり、統計的に 1％

の水準で有意にゼロと異なる。つまり、預貸率が高い地銀が基金協会と保証契約を締結す

ると、農業向け融資がより増加すると言える。 

 

 

・基金協会ダミーを内生変数とした推定式 

本稿では、地銀が基金協会と保証契約を締結すると、農業向け融資をどのくらい増加す

るのかを明らかにした。しかし、保証契約を締結するかどうかは地銀の選択に依存してお

り、内生変数であると考えられる。このような内生性に対応するために、基金協会ダミー

の決定要因も加味した以下のモデルを推定する。 

 

ln (農業向け貸出残高
i,t

)＝α + β
1
自己資本比率

i,t−1
+ β

2
預貸率

i,t−1
＋β

3
基金協会ダミー

i

＋β
4

Xi,t−1 + θ
t

+ ui,t  

 

基金協会ダミー
i

= δ + γ
1

ln (資産合計
i,t−1

) + γ
2
預貸率

i,t−1
+ γ

3
自己資本比率

i,t−1
+

γ
4
業務純益率

i,t−1
+ λ

i,t
                          (12) 

Cov (ui,t,λ
i,t

) = ρ ≠ 0 
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図表 4-8 農業向け貸出残高と基金協会ダミーを被説明変数に用いた分析 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-8 は推定式(12)の推定結果である。内生性の問題を考慮しても、基金協会ダミー

の係数はプラスであり、統計的に 1％の水準で有意にゼロと異なる。基金協会ダミーを被

説明変数とした推定において、資産合計、不良債権率、預貸率の係数はマイナスであり、

統計的に 1％の水準で有意にゼロと異なる。自己資本比率の係数は、統計的に有意ではな

いが基金協会ダミーに対してマイナスである。つまり、自己資本比率または預貸率が高く、

規模が大きい金融機関ほど保証契約を締結しない傾向にある。 

以上の推定結果から次の３点の解釈ができる。第一に、基金協会と提携している地銀ほ

ど、農業向け貸出残高が多い。この結果は、農業信用保証保険制度が貸出促進効果を持つ

ことを示している。第二に、自己資本比率が高く、預貸率が高い地銀ほど、農業向け貸出

残高が少ない。この結果は、優良な地銀は農業向け融資を積極的に行えていないことを示
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している。第三に、基金協会と保証契約を締結することによって、預貸率が高く、自己資

本比率が高い優良な地銀の農業向け融資の増加を促進させる効果がある。 

 

・基金協会による農業向け融資の促進効果の分析 

  以上の推定より、基金協会の保証契約の締結は地銀の農業向け融資の促進効果がある

が、自己資本比率または預貸率が高い優良な銀行ほど基金協会と保証契約を締結していな

いことがわかる。このことを踏まえて、どのような銀行が基金協会との保証契約を優先的

に締結するべきか自己資本比率と預貸率に注目し分析を行う。 

 

図表 4-9 自己資本比率別基金協会による農業向け融資の促進効果 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

図表 4-9 は基金協会による農業向け融資の促進効果（縦軸）を自己資本比率別に表した

グラフである。図表 4-7 で示した基金協会ダミーの単独項及び交差項の係数を用いてグラ

フを示した。また、両端の線は 95％信頼区間を表している。このグラフから、自己資本比

率が 15％を少し超えた水準以上である場合、基金協会ダミーの係数の信頼区間は１を上回

る。このことから、基金協会は自己資本比率が 15％以上である優良な地銀と保証契約を締

結することにより、農業向け融資が促進されることがわかる。また、そのような優良な地

銀と保証契約を締結することにより、基金協会と保証契約を締結していない銀行の農業向

け融資に対して更に促進させる効果がある。 

自己資本比率（％） 
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図表 4-10 預貸率別基金協会による農業向け融資の促進効果 

 
出典：分析結果より筆者作成 

 

 図表 4-10は基金協会による農業向け融資の促進効果（縦軸）を預貸率別に表したグラフ

である。図表 4-7 で示した基金協会ダミーの単独項及び交差項の係数を用いたグラフであ

る。また、両端の線は 95％信頼区間を表している。このグラフから、預貸率が 80％を超え

た水準にあると、おおよそ基金協会ダミーの信頼区間は 1 を上回る。つまり、基金協会は

預貸率が 80％以上である優良な地銀と保証契約を優先的に締結することにより、農業向け

融資が促進されることがわかる。また、そのような優良な地銀と保証契約を締結すること

により、基金協会と保証契約を締結していない銀行の農業向け融資に対してさらに促進さ

せる効果がある。 

 

 

  

預貸率 
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第５章 政策提言 
第１節 政策提言の概要 
 本稿では、①農業信用保証保険制度の保証債務残高の拡大は代位弁済額を増加させてい

るのではないか、②農業経営基盤強化資金（以下、スーパーL 資金）や農業信用基金協会

（以下、基金協会）との債務保証契約の締結、認定農業者制度は耕作放棄地を減少させて

いるのか、③どのような金融機関が農業向け融資を行えていないのかを実証分析した。こ

れにより、以下の結果が得られた。 

1. 基金協会の保証債務残高が増加すると、代位弁済額が増加する。 

2. スーパーL資金の融資額が増加すると、耕作放棄地面積が減少する。 

3. 耕地面積が多い都道府県においては、スーパーL 資金の融資額が増加すると、耕作

放棄地面積が増加する。 

4. 基金協会との提携率が増加すると、耕作放棄地面積が増加する。 

5. 耕地面積が多い都道府県においては、基金協会との提携率が増加すると、耕作放棄

地面積が減少する。 

6. 認定農業者数が増加すると、耕作放棄地面積が増加する。 

7. 耕地面積が多い都道府県においては、認定農業者数が増加すると、耕作放棄地面積

が減少する。 

8. 民間金融機関が基金協会と債務保証契約を締結していると、農業向け貸出残高が増

加する。 

9. 民間金融機関の自己資本比率が増加すると、農業向け貸出残高が減少する。 

10. 自己資本比率が高い民間金融機関ほど基金協会と保証契約を締結すると、農業向け

貸出残高が増加する。 

11. 民間金融機関の預貸率が増加すると、農業向け貸出残高が減少する。 

12. 預貸率が高い民間金融機関ほど基金協会と保証契約を締結すると、農業向け貸出残

高が増加する。 

以上の結果が示した問題を解決するために本稿では新たな政策を提言する。 

 

 

第２節 農業信用基金協会による情報調査・公

開の義務化 
第 4 章で示した実証分析では、標本数が 100 に満たない分析もある。この背景には、基

金協会に電話で直接問い合わせたにもかかわらず、情報が基金協会内に存在しないという

回答しか返ってこなかったことが挙げられる。 

以上のことから、本稿では基金協会による保証債務残高や代位弁済率、それぞれの件数

について情報調査・公開を義務化する政策を提言する。これにより、非効率的な基金協会

が可視化されるため、基金協会の経営規律が働き、金融機関のモラルハザードを防止しよ

うとするインセンティブが発生すると考えられる。 
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第３節 農林漁業信用基金による信用保険制度

の保険金支払い率の見直し 
第 2 節の政策提言では、基金協会に対して情報公開のインセンティブがないため、情報

公開を義務化しても従わない基金協会が生じる恐れがある。そこで、情報公開をしていな

い基金協会に対し、農林漁業信用基金（以下、信用基金）の信用保険制度による代位弁済

した元本及び利息に対する保険金支払い率を 70％から 60％に下げることを提案する。 

これにより、基金協会が情報公開をしないことにデメリットが生じるため、基金協会は

情報公開を積極的に行うようになると考えられる。また、保険金支払い率の引き下げ率に

ついては、情報公開の程度により、段階的に引き下げ率を設ける必要があり、その具体的

な基準に関しては情勢に合わせてその都度見直す必要がある。 

 

 

第４節 農業信用保証保険制度に対する部分保

証制度の適用 
第 4 章で示した実証分析では、基金協会による農業信用保証保険制度の保証債務残高が

増加すると代位弁済額が増加するのかを、金融機関ベースのデータを用いて分析した。図

表 4-2 で示したように、分析により農業信用保証保険制度の保証債務残高が増加すると代

位弁済額が増加するという結果が得られた。 

 以上のことから、本稿では、各都道府県や一部の市が設置した信用保証協会（以下、保

証協会）による中小企業向け信用保証制度をモデルとし、80％保証制度である部分保証制

度と責任共有制度を農業信用保証保険制度の債務保証に適用する政策を提言する。中小企

業向けの信用保証制度は、金融機関の中小企業向け融資を保証協会が保証することで、中

小企業への融資を円滑化することを目的としている。2007 年まで中小企業向け融資を保証

協会が 100％保証していたが、2007 年に責任共有制度が導入され、保証割合が原則として

80％となった。ただし、零細企業や創業企業向けの保証や経済危機時の保証については、

責任保証制度の対象外であり、100％保証を維持している。責任共有制度には、部分保証

方式と負担金方式があり、部分保証方式は、金融機関が代位弁済時にデフォルト額の 20％

を負担し、残りの 80％を保証協会が代位弁済する方式である。本稿では責任共有制度の部

分保証方式を部分保証制度と呼ぶ。部分保証制度を適用することで、デフォルト時に金融

機関は 20％分を負担するため、債務者をモニタリングするインセンティブが発生する。 

 第 2 章で前述したとおり、農業信用保証保険制度の債務保証制度は実質 100％保証であ

るため、非効率な民間金融機関の貸出に対して保証を行うと非効率な農家の退出が行われ

ないというモラルハザードが生じていることが予想される。そこで、部分保証制度を適用

することで、基金協会が債務保証を行う対象を精査することによるベネフィットが生まれ

る。このことにより、非効率な民間金融機関の貸出に対する債務保証が制限され、非効率

な農家が退出し、効率的な農家への融資が促進される。また、既存の保証協会による中小

企業向け信用保証制度を基金協会に適用するため、実現可能性が高いと考えられる。 
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第５節 民間金融機関による農業向けプロパー

融資の促進 
第 4 節の政策提言では、民間金融機関が基金協会による債務保証を利用しなくなること

で、民業圧迫が加速してしまう恐れがある。そこで、民間金融機関による農業向け融資に

占めるプロパー融資比率に応じて、基金協会による債務保証の保証率を変動させる政策を

提言する。 

第 1 章で前述したとおり、日本政策金融公庫(以下、日本公庫)による融資は農業協同組

合を除く民間金融機関の融資額よりも農業金融市場におけるシェア率が高い。このことか

ら、日本公庫に比べ利子率や融資額限度が劣る民間金融機関が融資実績を積むことができ

ず、民業圧迫が生じていることが予想される。 

 そこで、農業向け融資に占めるプロパー融資比率が一定以上の民間金融機関の保証付き

貸出に対して、基金協会による 100％保証を適用する。これにより、プロパー融資と保証

付き融資を促進することができ、民業圧迫を軽減することができると考える。また、

100％保証にするためのプロパー融資比率の具体的な基準については、情勢に合わせてそ

の都度見直す必要がある。 

 

 

第６節 農業信用基金協会との債務保証契約の

提携促進 
第 4 章で示した実証分析では、基金協会による農業信用保証保険制度の債務保証制度が

民間金融機関の農業向け貸出残高を増加させているのかを、金融機関ベースのデータを用

いて分析した。図表 4-6、図表 4-9で示したように、分析により以下の結果が得られた。 

 基金協会と提携していると、農業向け貸出残高が増加する。 

 民間金融機関の自己資本比率が増加すると、農業向け貸出残高が減少する。 

 自己資本比率が 15％以上の民間金融機関が基金協会と提携すると、農業向け貸出残高

が増加する。 

 民間金融機関の預貸率が増加すると、農業向け貸出残高が減少する。 

 預貸率が 80％以上の民間金融機関が基金協会と提携すると、農業向け貸出残高が増加

する。 

以上のことから、本稿では自己資本比率、または預貸率が高い民間金融機関の保証割合

を部分保証制度の例外とし、100％保証とすることで基金協会との提携を促進する政策を

提案する。具体的には、自己資本比率が 15％以上または預貸率が 80％以上の民間金融機関

に上記の基準を適用する。 

 分析結果から、自己資本比率や預貸率が高い優良な民間金融機関は、積極的に農業向け

融資が行っていないが、自己資本比率が 15％以上または預貸率 80％以上の優良な金融機関

が基金協会と提携すると農業向け貸出残高が増加することがわかる。このことから、優良

な金融機関において、基金協会と提携していないことにより、農業向け融資が低迷してい

ることが予想される。図表 4-8 の分析結果より、基金ダミーに対する預貸率の係数は統計

的に有意にマイナスであり、自己資本比率の係数は有意ではないものの、マイナスである。
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つまり、預貸率及び自己資本比率が高い金融機関は基金協会と保証契約をあまりしていな

いと言える。 

 そこで、該当金融機関の貸出に対する保証率を 100％とし、部分保証制度の例外とする

ことで基金協会は優良な取引先を獲得でき、民間金融機関は未開拓である農業部門に融資

をすることができる。自己資本比率が高い金融機関は、融資余力があり、リスク管理能力

に優れた金融機関である。また、預貸率が高い金融機関は預金を効率的に貸出に活用して

おり、モニタリング能力が優れていると考えられる。このことにより、基金協会の保証契

約を優良な金融機関に推進することで、優良な金融機関が農業金融市場に参入し、金融機

関のモニタリング機能が向上する。そして、非効率な民間金融機関の貸出に対する債務保

証が制限され、非効率な農業者が退出し、効率的な農業者への融資が促進される。ただし、

100％保証を行った結果、代位弁済率が上昇した金融機関については、部分保証制度の例

外とせず、80％もしくは 90％保証を適用する。 

 

 

第７節 農業信用基金協会による農業信用保証

保険制度の債務保証契約の締結先の見直し 
第 4 章で示した実証分析では、基金協会による農業信用保証保険制度が耕作放棄地を減

少させているのかということについて、都道府県ベースのデータを用いて分析した。図表

4-4-1列(4)、図表 4-4-7で示したように、分析により以下の結果が得られた。 

 基金協会との提携率が増加すると、耕作放棄地が増加する。 

 耕地面積が 93500ha 以上の都道府県においては、基金協会との提携率が増加すると耕

作放棄地面積が減少する。 

以上のことから、本稿では提携率上昇による耕作地減少効果がみられる都道府県におい

て、90％保証を農業信用保証保険制度の債務保証制度に適用し更に提携率を高め、減少効

果がみられない都道府県において 80％保証を農業信用保証保険制度の債務保証制度に適用

する政策を提言する。 

分析結果から、耕地面積が 93500ha 未満の都道府県において、基金協会との債務保証契

約の提携は耕作放棄地面積を増加させる要因になっていることがわかる。このことから、

該当都道府県において、債務保証契約によりモラルハザードが生じ、非効率な農業者が退

出せず効率的な農業者が経営拡大を行えないため、耕作放棄地が発生していることが予想

される。 

そこで、耕地面積に応じて保証率を変更することで、基金協会が債務保証を行う対象を

精査することによるベネフィットが生まれる。本稿の分析より、耕地面積が 93500ha 以上

の都道府県において、提携率増加による耕作放棄地減少効果がみられるため、耕地面積が

93500ha 以上の都道府県に 90％保証を適用し、耕地面積が 93500ha 未満の都道府県に 80％

保証を適用する。このことにより、非効率な民間金融機関の貸出に対する債務保証が制限

され、非効率な農業者が退出し、経営拡大のために積極的に耕作放棄地を受け入れるよう

な効率的な農業者への融資が促進される。ただし、耕作放棄地減少効果は、時期によって

変化することが予想されるため、80％保証を適用する都道府県については随時見直しを図

り、効果的に制度を運用する。 
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第８節 農業経営基盤強化資金の融資条件の厳

格化 
第 3 章で示した実証分析では、日本公庫によるスーパーL 資金が耕作放棄地を減少させ

ているのかを、都道府県ベースのデータを用いて分析した。図表 4-4-1 列(3)、図表 4-4-5

で示したように、分析により以下の結果が得られた。 

 スーパーL資金の融資額が増加すると耕作放棄地面積が減少する。 

 耕地面積が 42300ha 以上の都道府県においては、スーパーL 資金の融資額が増加する

と耕作放棄地面積が増加する。 

 以上のことから、本稿ではスーパーL 資金による耕作地減少効果が小さい都道府県にお

いて、日本公庫によるスーパーL資金の融資条件を厳格化する政策を提言する。 

分析結果から、耕地面積が 42300ha 以上の都道府県において、スーパーL 資金は耕作放

棄地面積を増加させる要因になっていることがわかる。このことから、該当都道府県にお

いて、スーパーL 資金による民業圧迫が生じ、民間金融機関によるモニタリング機能が低

下し、融資を受ける農家が非効率な経営を行っているため、耕作放棄地が発生しているこ

とが予想される。そのため、本稿では耕地面積が 42300ha 以上の都道府県において、日本

公庫によるスーパーL資金の融資条件を厳格化する政策を提言する。 

該当都道府県においてスーパーL 資金の融資条件を厳格化することで、民間金融機関に

よる融資が促進され、モニタリング機能が発揮されることで、融資を受ける農家が経営努

力をするようになり、経営拡大のために積極的に耕作放棄地を受け入れるようにする。具

体的には、スーパーL 資金の融資限度額は個人 3 億円、法人 10 億円であるが、この限度額

を上記の都道府県において引き下げることで、融資を厳格化することを提言する。 

融資の厳格化については、予算措置を伴わないため実行可能性は高いと考えられる。ま

た、基金協会の債務保証制度を活用することにより、民間金融機関の融資が促進されれば、

市場全体で農業者への資金供給が低下することがないため、厳格化による弊害は小さいと

考えられる。さらに、上記の基準及び融資限度額の引き下げ率については、適宜見直しを

行い、耕作放棄地を減少する効果を高めるよう運用を行う。 

 

 

第９節 認定農業者制度の見直し 
第 4 章で示した実証分析では、認定農業者の増加が耕作放棄地を減少させているのかを、

都道府県ベースのデータを用いて分析した。図表 4-4-1列(2)、図表 4-4-6で示したように、

分析により以下の結果が得られた。 

 認定農業者数が増加すると、耕作放棄地面積が増加する。 

 耕地面積が 53200ha 以上の都道府県においては、認定農業者が増加すると耕作放棄地

面積が減少する。 

 以上のことから、本稿では認定農業者増加による耕作放棄地減少効果がみられる都道府

県においては、現行の認定農業者制度を維持し、耕作放棄地減少効果がみられない都道府

県において認定農業者制度に加え農業経営者サポート事業を強化する政策を提案する。 

 分析結果から、耕地面積が 53200ha 未満の都道府県において、認定農業者制度は耕作放
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棄地を増加させる要因になっていることがわかる。このことから、該当都道府県において

そもそも大規模農家が少なく民間金融機関による融資実績も少ないため、地域に経営ノウ

ハウがなく、認定農業者が耕作放棄地を受け入れられるまで経営拡大をできていないこと

が予想される。 

また、農林水産省による農業経営支援策として、農業経営者サポート事業があるが、こ

の分析結果からこれも効果的に働いていないことが予想される。その原因として、支援チ

ームの資金調達サポート担当が JAバンクや日本公庫のみで民間金融機関が含まれていない

ことが考えられる。 

 そこで、該当都道府県において、農業経営者サポート事業の支援チームに民間金融機関

を新たに加えることで、認定農業者が経営ノウハウを得ることができ、耕作放棄地を受け

入れられるまで経営拡大できると考える。具体的には、耕地面積が 53200ha 以上の都道府

県においては、現行の認定農業者制度を維持し、耕地面積が 53200ha 未満の都道府県にお

いて上記の政策を適用する。この耕地面積の基準については、時期に応じて見直しを行い、

耕作放棄地減少に適した基準を設定する。また、耕地面積が 53200ha 未満の都道府県に限

定することで、実現可能性が高いと考える。しかし、耕地面積が 52300ha 以上の都道府県

においても今後農業経営者サポート事業の支援チームに民間金融機関を積極的に取り入れ

る必要があると考える。 

 

 

第１０節 政策提言と本稿のまとめ 
本稿では、現状の農業金融政策は耕作放棄地の抑制に効果的かを問題意識として、基金

協会、日本公庫、地方銀行の 3 つの観点から分析を行った。そして、この問題を解決する

ために以下の提言を行った。 

1. 農業信用基金協会による情報調査・公開の義務化 

2. 情報公開をしていない農業信用基金協会に対し、農林漁業信用基金による信用保険

制度の保険金支払い率を 70％から 60％に引き下げ 

3. 農業信用保証保険制度の債務保証に部分保証制度と責任共有制度を適用 

4. プロパー融資比率が一定値以上の民間金融機関の保証付き貸出に対し、農業信用基

金協会による債務保証に 100％保証を適用 

5. 各金融機関の自己資本比率と預貸率に合わせて、農業信用基金協会の債務保証に

100％保証を適用 

6. 各都道府県の耕地面積に合わせて、農業信用基金協会の債務保証に 90％保証と 80％

保証を適用 

7. 各都道府県の耕地面積に合わせて、農業経営基盤強化資金の融資限度額を引き下げ 

8. 各都道府県の耕地面積に合わせて、農業経営者サポート事業の支援チームに民間金

融機関を導入 

 現状の農業金融政策は社会的に非効率的な制度であることから、以上の 8 つの政策を採

用したうえで、農業者に対する農業金融政策を拡大するべきであると考える。図 5-1 は、

第 5章の分析結果、問題点及び政策提言についてまとめたものである。 
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図表 5-1 分析結果、問題点及び政策提言のまとめ 

 
出典：筆者作成 
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